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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸気管内の吸入空気流量を計測する空気流量測定装置と、吸気管内の湿度を検出する湿
度検出装置を一体で構成する装置であって、吸入空気流量を検出する空気流量検出素子が
、前記吸気管を流れる空気の一部を取り込む副空気通路の内部に実装され、更に湿度を検
知する湿度検知部が、前記副空気通路の内部で開口する第二副空気通路の中に実装されて
いることを特徴とする吸入空気流量測定装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の空気流量測定装置において、前記第二副空気通路が前記副空気通路の
一部をバイパスするように構成され、前記湿度検知部が前記第二副空気通路中に実装され
ていることを特徴とする吸入空気流量測定装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の空気流量測定装置において、前記副通路の入口が吸気管を流れる空気
の流れ方向に対して垂直に開口し、前記第二副空気通路の入口が、前記副通路を流れる空
気の流れ方向である副通路の長手方向に沿った位置に開口していることを特徴とする空気
流量測定装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の空気流量測定装置において、前記副通路に少なくとも１箇所以上の曲
がりがあることを特徴とする空気流量測定装置。
【請求項５】
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　請求項３または４に記載の空気流量測定装置において、前記副通路の一部の断面積が縮
小していることを特徴とする空気流量測定装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の空気流量測定装置において、縮小断面積の部位が、前記第二副空気通
路の入口と出口の間に位置していることを特徴とする空気流量測定装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか１項に記載の空気流量測定装置において、前記吸気管内の湿
度を検出する湿度検知部が、前記吸気管を構成する吸気管構成部材外壁の外側に位置する
ことを特徴とする空気流量測定装置。
【請求項８】
　吸気管内の吸入空気流量を計測する空気流量測定装置と、吸気管内の圧力を検知する圧
力検出装置と、吸気管内の温度を検出する温度検出装置と、吸気管内の湿度を検出する湿
度検出装置を一体で構成する装置であって、吸入空気流量を検出する空気流量検出素子が
、前記吸気管を流れる空気の一部を取り込む副空気通路の内部に実装され、更に湿度を検
知する湿度検知部が、前記副通路の一部をバイパスするように構成された第二副空気通路
の内部に実装されていることを特徴とする空気流量測定装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の空気流量測定装置において、前記湿度検知部を内装する前記第二副空
気通路の一部に圧力導入管が接続され、更に前記圧力導入管と前記圧力検出装置が接続さ
れていることを特徴とする空気流量測定装置。
【請求項１０】
　請求項９に記載の空気流量測定装置において、前記圧力検出装置が、前記吸気管を構成
する部材外壁の外側に位置することを特徴とする空気流量測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関の吸気流量計測用に好適な発熱抵抗体式の空気流量測定装置と、こ
れを使用した内燃機関制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関用の流量測定技術としては発熱抵抗体式空気流量測定装置が知られている（特
許文献１参照）。これは発熱抵抗体の奪われる熱量が流入流量に対し相関関係があること
を利用したものであり、エンジンの燃焼制御で必要となる質量流量を直接測定出来るため
特に自動車の空燃比制御用の流量計として広く使われている。
【０００３】
　内燃機関用の流量測定装置，圧力検出装置、更には湿度検出装置などを一体化してなる
複数の物理量を計測可能なセンサとしては、本発明に公知技術として湿度センサと圧力セ
ンサを一体化した例が示されている（特許文献２参照）。
【０００４】
【特許文献１】特許３５２３０２２号公報
【特許文献２】特開平９－９６５５２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　近年は、電子制御燃料噴射システムを用いた自動車が一般化しているが、この場合、エ
ンジンルームの内部には様々なセンサや制御機器が所狭しと配置されている。また、この
場合、各種のセンサや制御機器及びそれらをコントロールするためのコントロールユニッ
トなどを相互に接続するワイヤハーネスも複雑に入り組んだものとなっている。
【０００６】
　このため、複数のセンサや制御機器を一体化することによる部品点数の低減やエンジン
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ルーム内部の景観向上などが望まれ、例えば前記の発熱抵抗体式空気流量測定装置と温度
検出装置、更には半導体式圧力検出装置や湿度検出装置などをも一体化し、コネクタを共
用化する方策などはその一例であり、これにより車両への部品組み付け工数の低減や、ワ
イヤハーネスの簡略化が可能となる。
【０００７】
　従来は前記の発熱抵抗体式空気流量測定装置と温度検出装置を一体化した構造が主流で
あったが、今後、前記圧力検出装置や湿度検出装置なども一体化されていくに従い様々な
技術的課題が出てくる。
【０００８】
　特に前記の湿度検出装置においては、ここまで燃料制御用途への利用実績が無く、主に
車室内の空調管理などに用いられてきた。車室内への用途には苛酷な環境を想定した耐久
性などへの要求は存在しないが、エンジン制御用として例えば前記の発熱抵抗体式空気流
量測定装置やその他センサなどと共に一体化して使用する場合には、発熱抵抗体式空気流
量測定装置と等価な耐環境性能が要求される。特に湿度検出装置が嫌う環境は検出素子部
の汚れや結露または雨水浸入などに端を発する湿度検出素子部への水滴付着などであり、
これらに対する明確な技術的解決策が必須となる。
【０００９】
　例えば前記の湿度検出装置の検出素子が汚損した場合には、湿度の変化に対する検出応
答性に著しい遅れが生じたり、湿度の計測精度自体にも悪影響を及ぼす。また、前記の湿
度検出素子部に水滴が付着した場合には、センサの構成及びその周辺回路構成によっては
、最大湿度或いは最小湿度を表す信号値を出力し、付着した水滴が無くなるまで湿度検出
装置としての機能を一時的に失う。この場合、湿度検出装置が機能を失っている期間中エ
ンジン制御システムに対して悪影響を及ぼす。
【００１０】
　本発明の目的は、温度検出装置や圧力検出装置に加え、湿度検出装置を一体化するのに
適した吸入空気流量測定装置の構成を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題に対応するため、従来空気流量測定装置に用いられてきた副空気通路の構造や
機能に着目した。
【００１２】
　空気流量測定装置においては空気流量を検出する流量検出素子を副空気通路の中に搭載
し、その副空気通路は空気の流れを整流する効果や、副空気通路内部への汚損物質浸入を
防ぐ効果、更には万が一汚損物質が副空気通路内部に入った場合でも、副空気通路内部で
汚損物質を空気から慣性分離して空気流量の検出素子を直接汚損させないようにする効果
などを有する。
【００１３】
　しかし通常の空気流量測定装置の使用環境において、空気流量検出素子を内装する副空
気通路は種々様々な形状のエアクリーナーダクトやエアクリーナーボックスとの組み合わ
せよって使用される為、副空気通路の設置方向に対するダクト内部の空気の流れ方向や、
空気の乱れ度、更には汚損物質，水滴などの浮遊物を取り込む可能性に至るまで、様々な
ケースが起こり得る環境にある。即ち、例え前述したように副空気通路が整流効果や汚損
に対する特殊な効果を持つとは言え、その多様な苛酷環境の中で常に均一な流れや汚損に
対する均一な環境を作リ出すことは困難なことである。
【００１４】
　それでも機能的に有効な副空気通路として使用できる理由の一つは、例えば発熱抵抗体
式空気流量測定装置のように、汚損や水滴付着に対して堅牢な発熱抵抗体をその検出用素
子に使用していることであり、例えばこの副空気通路を苛酷な環境に対して耐力に劣る湿
度検出素子に利用する場合には、湿度検出素子が空気中の汚損物質に汚染されたり、空気
と共に飛来する水滴の影響を受けたりする可能性が高くなる。
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【００１５】
　そこで、特に空気流量測定装置と湿度検出装置を一体化する構成において、前記の空気
流量測定装置に使用している副空気通路の機能を活用し、一体化された湿度検出素子に対
してクリーンな吸入空気を提供する手段を構築した。
【００１６】
　副空気通路の持つ整流効果、特に副空気通路内部の流れが常に期待された方向に整流さ
れることを利用し、副空気通路内部の流れ方向に対して並行に開口する第二副空気通路を
設け、湿度検出素子をその第二副空気通路内部に搭載した。大抵の空気中に浮遊する汚損
物質や水滴などは空気に対して比重の大きい物質であり、空気に乗って副空気通路に流れ
込んだ浮遊物は、慣性力によって入口が副通路を流れる空気の流れ方向である副通路の長
手方向に沿った位置に開口する第二副空気通路には流れ込み難い。更に流れ込み難い方向
へある確度をもって開口させればより効果が高くなる。
【００１７】
　但し、汚損物質や水滴を第二副空気通路の内部に取り込み難い形状であるが結え、湿度
を検出するに十分な量の空気を第二副空気通路に流すことができない可能性があり、これ
らは湿度の検出精度や計測応答性の遅れなどに影響する。よって性能と信頼性の双方に対
して優れた形状を構築する必要がある。
【００１８】
　前記の第二副空気通路内部に空気流を発生させると、湿度計測に対して応答性や計測精
度に対して優れた構成と出来、更に、例えば結露の発生や飛散して来た水などが第二副空
気通路内部に浸入するなど、想定外の状況が起きた場合には、その発生している空気流に
よってセンサに付着した水滴を下流側に流し出すことも可能となる。そのまま副空気通路
の一部をバイパスするように第二副空気通路を形成しても第二副空気通路の入口と出口の
間にはある圧力差が発生し、いくらかの空気流を発生させる事は可能である。ただ、意図
的に必要な流速を積極的に得る場合においては、副空気通路の内部で、且つ、第二副空気
通路の出入り口間に当たるどこかの位置に、縮流構造を設けると良い。この副空気通路の
縮流構成により、第二副空気通路の入口と出口の間に大きな圧力差が得られ、この圧力差
によって第二副空気通路内部に空気流が発生する。
【００１９】
　また、第二副空気通路の入口を副空気通路の上流側に設置し、第二副空気通路の出口を
例えば副空気通路が有する曲がり部の近傍に設置すると、第二副空気通路の出入口間に圧
力差を作りやすく、これにより第二副空気通路内部に空気流を起こすことも可能である。
【００２０】
　この構成により、第二副空気通路内部に汚損物質や水滴を取り込まずに第二副空気通路
内部の流速を向上させることができ、性能と信頼性の双方に対して優れた形状とすること
ができる。
【００２１】
　前記の空気流量測定装置と湿度検出装置を一体化する構成に加え、更に圧力検出装置を
加える場合、以下の懸念に対する解決手段が必要になる。
【００２２】
　圧力検出装置の圧力導入管は一般的に細い管により構成される。これは、圧力検出部に
塵や水等が入り込むと、圧力検出に誤差が生じるためである。圧力検出部は半導体式のシ
リコンダイヤフラムにより形成しているため、非常に小さい構造となっており、圧力導入
管は塵や水等が入り難い構造が必要である。
【００２３】
　一方、圧力導入管を細い管とした場合、仮に圧力導入管内に水が入ってしまうと、水膜
や氷結等も生じ易くなり圧力検出精度が悪化する。内燃機関の吸気管上流にはエアクリー
ナが設置されており、大気中の塵等を除去した空気がエンジン内へ送り込まれる。しかし
ながら、エアクリーナの集塵能力は完全ではなく、細かな塵成分などはエアクリーナを通
過して吸気管を通りエンジンへ吸入されてしまう。圧力検出装置の圧力導入管は吸気管内
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で吸入空気に晒して設置するため、上記のような塵等の浸入が生じる。また、水はエアク
リーナーフィルタで捕らえられるが、水分のためフィルタに染込んでしまい、フィルタの
許容量を超えると吸気管に放出されてしまう。この放出された水が圧力導入管にまで到達
する可能性がある。
【００２４】
　以上の懸念への対策手段として、圧力検出装置の圧力導入管を湿度検出装置を内装する
第二副空気通路に接続、即ち、圧力導入口を第二副空気通路の内部で開口させる構成とし
た。この第二副空気通路は前述した通り汚損物質や水滴などを取り込まない形状となって
いる為、第二副空気通路からの圧力取り込みは、圧力検出装置が汚損する可能性を小さく
する。更にこの圧力検出装置を第二副空気通路から極力遠く離れた位置に搭載することで
、圧力導入管を長く構成でき、汚損物質や水滴がシリコンダイヤフラムに到達する可能性
を限りなくゼロに近づけることも可能となる。この場合の圧力検出装置の位置とは、例え
ば、吸気管を構成する部材外壁の外側などである。
【発明の効果】
【００２５】
　現在地球温暖化等、世界的に環境に関して目が向けられている。このため、本発明の前
記の構成により、内燃機関制御装置の部品点数削減による資源物資量の低減に寄与する事
が可能となる。更には排ガス及び燃費規制双方に対応するために必須となる高精度な燃料
制御を長期間に渡って提供する為に、発熱抵抗体式空気流量測定装置や湿度検出装置、更
には圧力検出装置や温度検出装置に至るまで、各々のセンサの経年変化量を低減する事が
可能になる。これにより、地球環境に優しく、低燃費且つ、排出ガスのクリーンなエンジ
ン制御システムを市場に送り込むことが可能となる。
【００２６】
　また具体的には副空気通路に第二副空気通路を接続した効果として、第二副空気通路内
部に汚損物質や水滴を取り込まずに第二副空気通路内部の流速を向上させることができ、
湿度計測の上で性能と信頼性の双方に優れた形状とすることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、本発明に係る実施例について説明する。
【００２８】
　本発明の具体的な構成例について図１及び図２を使い説明する。図２は図１を正面から
見た図である。
【００２９】
　主空気通路（吸気管路又は単に吸気管ともいう）１０１を構成する主空気通路構成部材
（吸気管路構成部材）１００には、一部に発熱抵抗体式空気流量測定装置２００の一部が
挿入される挿入口１０２が設けられ、湿度検知部５００を一体とした発熱抵抗体式空気流
量測定装置２００が設置されている。発熱抵抗体式空気流量測定装置２００のケース材と
なるハウジング構成部材２０１が吸気管路構成部材１００へ取り付けられて機能する。
【００３０】
　発熱抵抗体式空気流量測定装置２００はハウジング構成部材２０１の他に、金属材料等
からなるベース材２０２，回路基板２０３を保護するためのカバー構成部材２０４，空気
流量を計測するための発熱抵抗体１，発熱抵抗体１を設置するための副空気通路２０５を
構成するための、副空気通路構成部材２０６，主空気通路１０１と外部とをシールするた
めのシール材２０７等から構成されている。
【００３１】
　副空気通路２０５の内部において第二副空気通路５０１が開口し、更に前記副空気通路
２０５をバイパスするように第二副空気通路５０１が構成されている。前記第二副空気通
路５０１の内部に湿度検出部５００を搭載し、その湿度検出部５００は回路基板２０３上
にダイボンド材（図示なし）などを使用して実装，固定されている。
【００３２】
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　発熱抵抗体式空気流量測定装置２００に関する電気的な信号は、発熱抵抗体１から、タ
ーミナル部材２０８，ボンディング部材２０９，回路基板２０３，ボンディング部材２０
９を経て、コネクタ端子２１０に接続され、ＥＣＵ等と電気的に接続されている。
【００３３】
　また、湿度検出部５００からの信号は回路基板２０３，ボンディング部材２０９を経て
コネクタ端子２１０に接続され、ＥＣＵ等と電気的に接続されている。
【００３４】
　副空気通路２０５の壁面上には第二副空気通路５０１の出入り口，第二副空気通路入口
５０２及び第二副空気通路出口５０３が開口し、その方向は、副空気通路２０５内部を流
れる空気の方向に対して水平方向に開口している。
【００３５】
　図３は図１及び図２に対して副空気通路形状を変更した例である。図１では発熱抵抗体
式空気流量測定装置２００の副空気通路２０５がストレートに構成されていたのに対し、
図３の副空気通路２０５においてはその一部に曲がり形状を有する。通常、発熱抵抗体式
空気流量測定装置２００に期待される諸性能を向上させるために副空気通路２０５は１箇
所以上の曲がりを持っており、例えば主空気通路１０１中に発生する逆流成分を含む流れ
の影響を緩和するなどの効果を期待している。
【００３６】
　湿度検知部５００を一体とした発熱抵抗体式空気流量測定装置２００において、同様に
副空気通路２０５に曲がりを設けると、第二副空気通路入口５０２と第二副空気通路出口
５０３との間に圧力差を作るのが容易となり、その圧力差を利用して、積極的に第二副空
気通路５０１中に空気流を発生させることが可能になる。湿度検出部５００において空気
流速が向上できると、湿度計測精度が向上したり、応答性が良くなるという利点がある。
【００３７】
　また、万が一第二副空気通路入口５０２から水滴が浸入したり、結露などが生じて第二
副空気通路５０１中に水滴が生じるなど、想定外の事象が発生した場合にも空気流によっ
て即座に水滴を排出できるという利点がある。
【００３８】
　図４は図１及び図２に対して副空気通路形状を変更した例とそのＡ－Ａ断面図である。
図１及び図２に示した発熱抵抗体式空気流量測定装置２００の副空気通路２０５と同様に
図４においても副空気通路２０５をストレートに構成し、その副空気通路２０５内部で縮
流されている。この縮流構造は、副空気通路絞り２１１によって構成され、発熱抵抗体１
部の空気流速を向上させるように構成されているのが特徴である。発熱抵抗体１部の流速
向上は、発熱抵抗体式空気流量測定装置２００に要求される諸性能を向上させる上で必要
不可欠となっている。
【００３９】
　Ａ－Ａは副空気通路の断面図である。図４に示した副空気通路絞り２１１が副空気通路
２０５内部で且つ第二副空気通路入口５０２と第二副空気通路出口５０３の間に設置され
ている事を表している。この副空気通路絞り２１１はその設置個所上下流で大きな圧力差
を作ることが可能である。つまり、副空気通路絞り２１１を第二副空気通路入口５０２と
第二副空気通路出口５０３の間に設置することで、第二副空気通路入口５０２と第二副空
気通路出口５０３との間に大きな圧力差を発生させることができる。この効果で更に第二
副空気通路５０１内部を流れる空気流速を向上させることが可能になる。
【００４０】
　湿度検出部５００において空気流速が向上できると、湿度計測精度が向上したり、応答
性が良くなるという利点がある。また、万が一第二副空気通路入口５０２から水滴が浸入
したり、結露などが生じて第二副空気通路５０１中に水滴が生じるなど、想定外の事象が
発生した場合にも空気流によって即座に水滴を排出できるという利点がある。
【００４１】
　図５は湿度検知部の搭載位置を変更した例である。湿度検出部５００はハウジング構成
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部材２０１上に搭載され、その位置が主空気通路１０１を構成する主空気通路構成部材１
００外壁の外側であることを特徴としている。湿度検出部５００はコネクタ端子２１０に
直接或いは回路基板２０３やボンディング部材２０９を介して接続され、ＥＣＵ等と電気
的に接続されている。更に湿度検出部５００の設置個所にはエポキシ系やシリコン系等の
シール材５０４を充填して気密性を確保している。
【００４２】
　副空気通路２０５には第二副空気通路５０１が接続され、その第二副空気通路５０１は
湿度検出部５００の位置まで空気通路を構成し、湿度検出部５００が湿度を検出できるよ
うにしている。この構成によると、副空気通路２０５から湿度検出部５００までの距離を
長くできるため、汚損物質や水滴など、湿度計測に有害となる空気中浮遊物が湿度検出部
５００まで到達する可能性を限りなく小さくできる。
【００４３】
　図６は図１に対して更に圧力検出機能を追加した実施例である。
【００４４】
　主空気通路（吸気管路又は単に吸気管ともいう）１０１を構成する主空気通路構成部材
（吸気管路構成部材）１００には、一部に発熱抵抗体式空気流量測定装置２００の一部が
挿入される挿入口１０２が設けられ、湿度検知部５００を一体とした発熱抵抗体式空気流
量測定装置２００が設置されている。発熱抵抗体式空気流量測定装置２００のケース材と
なるハウジング構成部材２０１が吸気管路構成部材１００へ取り付けられて機能する。
【００４５】
　発熱抵抗体式空気流量測定装置２００はハウジング構成部材２０１の他に、金属材料等
からなるベース材２０２，回路基板２０３を保護するためのカバー構成部材２０４，空気
流量を計測するための発熱抵抗体１，発熱抵抗体１を設置するための副空気通路２０５を
構成するための、副空気通路構成部材２０６，主空気通路１０１と外部とをシールするた
めのシール材２０７等から構成されている。
【００４６】
　副空気通路２０５をバイパスするように第二副空気通路５０１が構成され、第二副空気
通路５０１の内部に湿度検出部５００を搭載する。その湿度検出部５００は回路基板２０
３上にダイボンド材（図示なし）などを使用して実装，固定されている。
【００４７】
　発熱抵抗体式空気流量測定装置２００に関する電気的な信号は、発熱抵抗体１から、タ
ーミナル部材２０８，ボンディング部材２０９，回路基板２０３，ボンディング部材２０
９を経て、コネクタ端子２１０に接続され、ＥＣＵ等と電気的に接続されている。
【００４８】
　また、湿度検出部５００からの信号は回路基板２０３，ボンディング部材２０９を経て
コネクタ端子２１０に接続され、ＥＣＵ等と電気的に接続されている。
【００４９】
　副空気通路２０５の壁面上には第二副空気通路５０１の出入り口，第二副空気通路入口
５０２及び第二副空気通路出口５０３が開口し、その方向は、副空気通路２０５内部を流
れる空気の方向に対して水平方向に開口している。
【００５０】
　ハウジング構成部材２０１上には圧力検出部４００が搭載され、その搭載個所にエポキ
シ系やシリコン系等のシール材４０１を充填することで気密性を確保している。圧力検出
部４００が圧力の変動を検出できるように、ハウジング構成部材２０１には圧力導入管４
０２が配置され、主空気通路１０１へ連通している。
【００５１】
　また、圧力検出部４００は入出力端子４０３を有し、コネクタ端子２１０と溶接などに
より電気的に接続され、ＥＣＵ等との間で入出力を可能にしている。更に発熱抵抗体式空
気流量測定装置２００はサーミスタタイプ等に代表される空気温度検出部２（図示なし）
を持ち、発熱抵抗体１と同様にターミナル部材２０８に溶接され、副空気通路２０５内部
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に実装されている。
【００５２】
　以上により、図６は空気流量検出機能，湿度検出機能，圧力検出機能、そして温度検出
機能をも有した多機能型の発熱抵抗体式空気流量測定装置２００として構成されている。
この構成により、ＥＣＵでは絶対湿度など、各種物理量を得ることができ、発熱抵抗体式
空気流量測定装置２００から得られる流量信号と共に、緻密且つ高精度で、更に信頼性の
高い内燃機関の制御をサポートできる。
【００５３】
　図７は圧力導入管の配置を換えた例である。図６では圧力導入管４０２を直接主空気通
路１０１へ連通させて圧力検出が可能な構成としていた。図７の構成では、その圧力導入
管４０２を湿度検出部５００が内装される第二副空気通路５０１に開口させている。この
構成によると、副空気通路２０５から圧力検出部４００までの距離を長くできる為、汚損
物質や水滴など、圧力計測に有害となる空気中浮遊物が圧力検出部４００まで到達する可
能性を小さくできる。また、第二副空気通路５０１は第二副空気通路入口５０２及び第二
副空気通路出口５０３を持って副空気通路２０５と接続されている為、副空気通路２０５
内部圧力の２点の平均値を常に得ることができる。これにより、より精度の高い圧力計測
が可能となる。
【００５４】
　最後に、図８を使い電子燃料噴射方式の内燃機関に本発明品を適用した一実施例を示す
。エアクリーナ５０から吸入された吸入空気５１は、発熱抵抗体式空気流量測定装置２０
０が挿入されるボディ５２，吸入ダクト５３，スロットルボディ５４及び燃料が供給され
るインジェクタ５５を備えたインテークマニホールド５６を経て、エンジンシリンダ５７
に吸入される。一方、エンジンシリンダ５７で発生したガス５８は排気マニホールド５９
を経て排出される。
【００５５】
　発熱抵抗体式空気流量測定装置２００のバイパス付き回路モジュール６０から出力され
る空気流量信号，湿度信号，圧力信号，温度信号、そしてスロットル角度センサ６１から
出力されるスロットルバルブ角度信号，排気マニホールド５９に設けられた酸素濃度計６
２から出力される酸素濃度信号及び、エンジン回転速度計６３から出力されるエンジン回
転速度信号等、これらを入力するコントロールユニット６４はこれらの信号を逐次演算し
て最適な燃料噴射量とアイドルエアコントロールバルブ開度を求め、その値を使って前記
インジェクタ５５及びアイドルコントロールバルブ６５を制御する。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の一実施例を示す空気流量測定装置構成を示す図。
【図２】図１の空気流量測定装置構成を正面から見た図。
【図３】本発明の他の一実施例を示す空気流量測定装置構成を示す図。
【図４】本発明の他の一実施例を示す空気流量測定装置構成を示す図と断面図。
【図５】本発明の他の一実施例を示す空気流量測定装置構成を示す図。
【図６】本発明の他の一実施例を示す空気流量測定装置構成を示す図。
【図７】本発明の他の一実施例を示す空気流量測定装置構成を示す図。
【図８】発熱抵抗体式空気流量測定装置を使った内燃機関の概略システム構成を示す図。
【符号の説明】
【００５７】
１　発熱抵抗体
２　空気温度検出部
５０　エアクリーナ
５１　吸入空気
５２　ボディ
５３　吸入ダクト
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５４　スロットルボディ
５５　インジェクタ
５６　インテークマニホールド
５７　エンジンシリンダ
５８　ガス
５９　排気マニホールド
６０　バイパス付き回路モジュール
６１　スロットル角度センサ
６２　酸素濃度計
６３　エンジン回転速度計
６４　コントロールユニット
６５　アイドルコントロールバルブ
１００　主空気通路構成部材
１０１　主空気通路
１０２　挿入口
２００　発熱抵抗体式空気流量測定装置
２０１　ハウジング構成部材
２０２　ベース材
２０３　回路基板
２０４　カバー構成部材
２０５　副空気通路
２０６　副空気通路構成部材
２０７，４０１，５０４　シール材
２０８　ターミナル部材
２０９　ボンディング部材
２１０　コネクタ端子
２１１　副空気通路絞り
４００　圧力検出部
４０２　圧力導入管
４０３　入出力端子
５００　湿度検出部
５０１　第二副空気通路
５０２　第二副空気通路入口
５０３　第二副空気通路出口
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【図７】

【図８】
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